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東日本大震災復興のための「世界の英知を復興へプロジェクト」 

・東北は食糧基地という人がいるが 
・人口が減る、１次産業はさらに衰退する可能性が大きい 
 
・「単なる復旧ではなく、創造的な復興へ」   辺境から中心へ 

・被災地では、単に「震災前の状態に戻す」のではなく、将来を見据えた「創造的復興」が期
待されている。 

 
・沿岸部の水産・農産物は高付加価値化の余地が大きいとされ、従来からの課題を乗り越
え、持続可能な一次産業の確立が望まれている。 
 
・上記一次提言実現のためのヒントが欧州にある。 
 
 世界最先端の一次産業国から学ぶプロジェクトを推進し、創造的復興を実現したい。 
「世界の英知を復興へproject」 
   

・「世界各国の農林漁業従事者の経営ノウハウ、技術、農林水産政策から学ぶ」 
 
「食と農林漁業再生実現会議」が、2011年震災復興をも見据えた基本方針を発表。（「我が国の食と農林漁業の再生
のための基本方針・行動計画」）  



http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/policy05/pdf/20110712/siryou3_2.pdf 

内閣官房 食と農林漁業の再生推進本部 大泉委員提出資料 

第１次提案 
東日本大震災から一次産業の復興を目指す第一次提言 

三陸地方：     水産業のサプライチェーン構築と法人化の実現 
仙台湾岸平野部： 競争力ある農場の創出、大規模複合経営  園芸の導入 
亘理・山元：         法人化と農業経営者の全国流動化、集約園芸農業 



水産業のサプライチェーン構築と法人化 
 
① 農村自営業者の必要性 
② ＬＬＣ合同会社の設立、遠洋、沖合の拠点化、沿岸（定置）・養殖の共同化や法人化を 
   如何に追求するか 
③ 水産加工業者や流通業者を中心とした、水産物のサプライチェーンの創出 
④ 水産業のロジスティックスの形成は、スマートコミュニティの創設にあわせて考える。 
   農水産業での太陽光発電や北上山地の木質バイオマス活用、林業のＳＣＭの実現   
   などをからませたスマート・コミュニティの構築が浮上する。それらは、三陸一帯の国 
   際観光地としての整備とあいまって計画したらいいと考えている。 
 

大規模園芸団地とスマート・コミュニティの形成 
 
① 人材の全国流動化等のモデル展開だ。 

② 法人化等による産地の強化。 
  イチゴ栽培が盛ん。およそ500戸で35億円の生産。塩害で悩む個人経営の産地を、約   
  300名で、１法人１億円３５法人へ転換して経営力を付けてみてはどうか。 
③ 大規模園芸施設とスマートコミュニティ 
 

第一次提言の個別具体的内容 



２０１１年５月 
・農水省の協力→各大使館への連絡→農水省東北農政局の協力でプロジェクト推進 

・宮城大学に推進本部立ち上げ（ノルウエーの水産業、オランダの園芸、デンマークの畜
産） 

【オランダ農業に学び東北農業を日本一にするプロジェクト】 
 オランダは米国に次ぐ世界２位の農産物輸出国。光度・温湿度やCo2濃度など環境条
件を人工的に制御する技術を駆使し、生産性の高い農業を確立している。そうした農業
の近代化により生産性を高め持続的産業の可能性を切り開く（参考、日オの輸出額推
移） 
 
【ノルウェー水産業に学び東北水産業を日本一にするプロジェクト】 
 ノルウェーは世界２位の水産物輸出国。漁船の大型化、水揚げ・加工作業の効率化、
高度な養殖技術により、今も成長を続けている。ノルウェーから経営ノウハウを学び持続
可能な水産業への構造転換を図れる（参考 年収の違い 日本200万円／ノルウェー
2000万〜3000万円、参考②日ノの漁獲の推移） 

東日本大震災復興のための「世界の英知を復興へプロジェクト」 



三陸沿岸 

水産業の復興 

仙台湾岸 

園芸で復興 

福島浜通 

放射能問題 

オランダプロジェクト 園芸振興で復興を図りたい地域について 



The Workshop in Sendai&Minamisanriku    June 20-21, 2011  

ニンケ氏 

カーラ ボーンストラ氏 

 

2011年 
        6月 ワークショップ仙台 カーラ･ボーンストラ参事官 
2012年 
         2月 シンポジウムin仙台 
                   シルケ ワーゲニンゲン大学 
                   ロバート コネイン グリーンポートホランド専務 
                   ヴァンデバール  オランダ政府                          
          6月 ロブ・バーン コパートクレス社社長来仙 
          7月 日本でGペック開催時にオランダプロジェクトの発表 
        10月 オランダ研修 
     ホーティフェアー開催時にシンポジウム開催 
2013年 
   2月 フォローアップセミナー オランダ政府からロバート参事官出席 
        7月 施設園芸ネットワーク立ち上げ オランダ大使館からシンディ参事官 



The Workshop in Sendai     February 27, 2012   

Horticulture - The Dutch Integrated Approach 

 Ms Dr. Silke HEMMING 
 Mr  Wim van DRIEL 
 Mr  Kees van der VAART 
 Mr  Rubert Konijn 



Mr. Rob Baan , president of Koppert Cress BV 

Mrs Cindy 

Ms Saitou Mr Kikuchi 

Mr Haryuu 

Mr Iwasa 

Sanichi-Farm 

The caller from the Netherlands  
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10 
「三菱クループ、千葉大学の太陽光利用型 
 トマト直物工場」、農業共同組合新聞HPより 

仙台湾岸での園芸振興による震災復興のイメージ  （二次提言） 



仙台空港 

仙台湾岸での園芸振興による震災復興のイメージ  （二次提言） 



2011年  6月 ノルウエー大使館 南三陸町へ入る 

2011年 10月 

              ～2012年3月 4回にわたるシンポジウム 

2012年6月 大泉塾立ち上げ  

                  （塾研修会7月から2013年5月まで計5回開催） 

            9月 大泉塾ノルウエー研修 

           11月   2次提言     「震災からの復興を目指し、世界に誇れる水産業を構築するための提言」 

2013年5月 気仙沼市12月から、大船渡市等との協議 

     「資源管理＋販売コアの形成」を訴える。 

     「漁業生産組合と企業等との連携を訴える」 

2013年7月 高付加価値水産業の一環として、魚総菜研究会立ち上げ 

       水産加工業者が中心となり、高付加価値化商品の開発に取り組む 

三陸はノルウエープロジェクトで水産業の復興を目指したい 



13 

南三陸漁業共同組合の設立 



14 

水産物サプライチェーンの創出（流通革命） 



ノルウエー視察メンバー 

No 氏  名 年齢 所   属 業   種 

1 瀧澤 英喜 55 大船渡市 三陸漁業生産組合 組合長 籠漁、刺し網漁 

2 畠山 修 47 陸前高田市 養殖業 ワカメ・ホタテ養殖業 

3 高清水 純 33 陸前高田市 （株） かわむら岩手工場 水産加工業 

4 臼井 壯太朗 41 気仙沼市 株式会社臼福本店 遠洋（カツオ、マグロ）、水産加工 

5 菅野 拓哉 39 気仙沼市役所 行政 
6 小野寺 靖忠 37 気仙沼市ｵﾉﾃﾞﾗｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ､ｱﾝｶｰｺｰﾋｰ 水産物輸出入業 

7 高橋 大海 36 気仙沼市 高橋水産株式会社 冷凍加工業・輸出 

8 工藤 忠司 29 南三陸町漁業生産組合 牡蠣養殖、ワカメ、刺し網漁 

9 高橋 優理子 27 南三陸町 （株）行場商店 水産加工業 

10 吉田 浩子 27 南三陸町 カネキ吉田商店 メカブ加工業 
11 大森 庄洋 20 南三陸町 （有）大庄水産 銀鮭養殖･販売 
12 高橋 栄樹 31 南三陸町 養殖水産加工業  牡蠣養殖業 

13 高橋 義明 30 南三陸宮城県漁業協同組合志津川支所 漁協 市場 

14 高橋 利彰 32 石巻市 （株）高橋徳治商店 水産加工業 

15 平塚 隆一郎 51 石巻水産復興会議ＷＧ座長・山徳平塚水産 水産加工業 

16 斎藤 憲次郎 35 宮城県農林水産部水産業振興課 行政 

17 大泉 一貫   宮城大学 教育 

18 鈴木 孝男   宮城大学 教育 
19 佐藤 仁彦   宮城大学 教育 

ノルウエーに学ぶ水産業 



提言１，持続的水産業にするための資源管理の徹底（ＶＭS搭載とＴＡＣの厳格化とＩＶＱの導入） 

【当面ＶＭS（Vessel Management System衛星通信漁船管理システム）の搭載を各船に義務づけ、少なくてもＴＡＣ（Total Allowable 

Catch漁獲枠）７種に関しては一船あたり漁獲高を示すＩＶＱ（Individual Vessel Quota漁船あたりのクオータ）の構築を図る。さらに上記
を１魚種（例えばイカ）で実験してみること。海面養殖業では海面の利用計画を関係者で議論し、適正操業度を確保する】 

  

提言２，漁船、市場、加工、運搬等の効率化の推進 

１）高度な機能を持った魚市場の構築（フィッシュポンプとHACCPの導入） 

【当面フィッシュポンプと、氷と魚を別けるセパレーターの導入を図る。同時に、フィッシュポンプを日本の漁業に適したものにするため、
実際に稼働しながら適合度合いを改善する研究事業等を行い、将来的に適用の拡大を目指す。またＨＡＣＣＰを導入するなど衛生管理を徹
底する】 

２）効率的な漁船の導入とそのための規制緩和（ノルウエー型漁船の導入） 

【当面、台湾で導入し始めているノルウエー型漁船の導入を試みる。またノルウエーの中古船をそのまま利用できる特区を設定する】 

 ３）水産加工施設の機械化・効率化、標準化の推進 

     【当面、世界のモデルとなるような水産加工場作りにつとめる（工場の機械化、効率化、標準化の推進、作業環境の改善、従業員の意識の向上、そしてな            
     により品質衛生管理の徹底、そのための記録の作成等ＨＡＣＣＰへの取り組みの強化）。さらに、地域牽引企業として、地域の水産業全体の活性化に寄 
     与するとともに、多（他）業種展開（加工に限らず漁業、商業、流通、観光、農業等）の可能性を模索する】                                           
 

提言３，漁獲・養殖から販売までを統括する仕組みの構築（水産業の融合産業化） 

 １）流通の短縮化、サプライチェーンの構築を目指す 

 ２）付加価値の高い魚介類、商品の開発 

 ３）法人化、農商工連携、六次産業化の推進 

【当面、より消費者に近い新たな販売ルートを模索する。牡蛎、うに、あわび、わかめなど、さらに付加価値の高い商品開発を進める。漁家、
水産加工業者・流通等との連携を図るなど、農商工連携、六次産業化を推進する。地元漁業者を中心とした法人化の推進に努め、水産業の発
展に関し合理的と考えられることをシンプルに実行する】 

  

提言４，水産物国際品質規格と、国内市場の拡大および輸出の振興 

【当面、新市場開発・輸出を視野に入れ、国際品質水準をクリアーできる高い付加価値をもつ産業にするとの意識の醸成に努める。国も、世界
での品質水準の認定水準を認識するとともに、輸出のための書式やルールのシンプル化、JPAPANブランドの構築など、輸出の後押しに努め
る】 

  

提言５，世界へ日本の食文化・とりわけ魚食文化を売り込む 

【魚食文化普及を絡めた商品開発を進める。その際アメリカ、ヨーロッパでの寿司事業・居酒事業等の展開をイメージしながら考えてみる。そ
のためにも、当面、牡蠣、うに、わかめ、ほたて、ほや 等々の生産基盤の強化をはかる】 

  

提言６、水産復興をベースとしたまちづくり 

【水産加工地域特区や世界一の魚市場プロジェクトの実施を考える】 

震災からの復興をめざし世界に誇れる水産業を構築するための提言（二次提言） 



以下報告は主に  園芸プロジェクトに関して行う 



Mrs Cindy 

Ms Saitou 

復興の現状  



Mrs Cindy 

Ms Saitou 

旧来からの園芸も復興しつつある  



Mrs Cindy 

Ms Saitou 

宮城県北の園芸  



施設園芸事業者・農業者 

およそ３０経営が参加 

プロジェクトコーディ
ネート 

日本プロ農業総合支援機構(J-

PAO) 

行政支援・技術支援 
東北農政局・宮城県（農産
園芸環境課、農業園芸総
合研究所、産業振興機構） 
 

経営コンサルタント 
銀行・農協 

農業経営ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 

融資・投資主体 
地銀等 

日本政策金融公庫 

施設園芸ネットワーク １３年７月９日立ち上げ 

日経２０１３年７月１０日 

世界の知を復興へP 

大泉教授＆オランダ
政府 

技術コンサルタント 
ﾌﾟﾗﾝﾄ・種苗ﾒｰｶｰ等 

イシグロ・誠和・トミタ 



視点＝日本農業、仙台湾岸農業のWeak Pointの脱却 
 
Weak Point 
１農業産出額の傾向的減少 
２市場開拓、特に輸出力の弱さ 
３めざす農業の型の不明確さ 
 
産出額の低下はほとんど稲作の産出額の低下 
稲作を守るために市場アクセスに消極的 
稲作への依存体質 
稲作からの脱却、かわりに園芸・水田･畜産・野菜・畑作の振興 
特に園芸→オランダの経験やノウハウ 

なぜ園芸での復興だったのか？ 

日本，とりわけ東北にとっては、稲作からの脱却が課題 



1994年 

9兆円 

8兆円 

11兆円 
1995年 

2000年 

2005年 

1990年 

1980年 

2009年 

農産物産出額の変化 

12兆円 

     日本の産出額の減少は、米の減少による（11兆3,103億円から8兆1,902億円 

    米は3兆8,249億円から1兆7,950円 

１５年間で 

３兆１千億円の減少 

内米の減少額 

２兆１千億円 

Japanese Agricultural-products output 



日本農業の世界の市場開拓力・輸出力について 

農産物輸出高 １米国、２オランダ、 ３ドイツ、4位フランス 

日本は世界51位   （23年度農水白書 農林水産省） 



The amount of farm export 

（100 million＄） 
The amount of farm export（1961～2007） 

 

 

 



                  

  OUTPUT（100MillUS$）     
Per 

person(10tho
usandUS$) 

    

  1 CHINA 4873   1 AUST 1087    

  2 INDIA 2219   2 NETHERL 835    

  3 USA 1534   3 FRANCE 827    

  4 BRAZIL 911   4 ITALY 700    

  5 RUSSIA 715   5 DENMARK 586    

  6 JAPAN 713   6 CANADA 568    

  7 FRANCE 513   7 JAPAN 560    

  8 ITALY 417   8 KOREA 542    

  9 GERMANY 287   9 RUSSIA 506    

  10 KOREA 261   10 USA 492    

  11 THAI 251   11 BRAZIL 475    

  12 AUST 229   12 THAI 372    

  13 ENGLAND 216   13 CHINA 362    

  14 CANADA 189   14 ENGLAND 351    

  15 NETHERL 138   15 GERMANY 349    

                  

        MAFFSTAT         

世界から見えてくる農業の型 



   農業といっても中身は全く異なる。 
   世界には三つの農業の型がある。 
 
 

１，開発途上国型農業  ＢＲＩＣ‘ｓ 
  （自国の国民を養うことが第一の課題＝食料の自給が大事） 
           （原料としての農産物 食料問題が発生） 
 

２，輸出目的の先進国型農業   新大陸（ケアンズ諸国） 
  （過剰から輸出へ転換、労働生産性の高い農業が大事） 
           （原料としての農産物 構造問題が登場） 
                 注）ブラジルが近年新大陸型に移りつつある 

 

３，成熟国型農業    旧大陸（ヨーロッパの国々） 
  （高い付加価値農業、生産性の高い農業が大事。新たな価値 

   創造、 市場開拓・商品開拓が課題） 

世界には三つの農業の型があり、日本が目指すべき農業は？ 



 日本の農政は米に手厚い(２０１２年度予算） 
 

 およそ２兆１千億円の農水省予算の内、8千億円が土地利用型農業対策 
                            （うち2千億円強が畑作対策）。  
  Ⅰ 農業者戸別所得補償制度（特会・一般）         690,070百万円 
      １ 畑作物の所得補償交付金                           212,302           
      ２ 水田活用の所得補償交付金                         228,431 
      ３ 米の所得補償交付金                                  192,900 
      ４ 米価変動補塡交付金[新規]                           29,400 
      ５ 加算措置                                                                 15,000 
      ６ 農業者戸別所得補償制度推進事業等            11,037   
      Ⅱ 関連支払                                                                  111,877百万円 
      １ 中山間地域等直接支払交付金                  25,917 
      ２ 農地・水保全管理支払交付金                    24,695 
      ３ 環境保全型農業直接支援対策                  2,644 
      ４ 甘味資源作物・国内産糖交付金等           51,418 
      ５ 戸別所得補償経営安定推進事業               7,203 
      稲作偏重の理由＝①日本の文化と深く結びつき、②主食だからという側面もあるが、 
基本的には③兼業農家維持。 
１９７０年代、稲作地帯の県の農政は、ほとんどが「稲単作からの脱却」を掲げていた。 
 →それが、URや、関税化阻止、米価維持要求等によって、まともに取り上げられず、失
敗に終わる。 



稲作 

果物 

その他 

野菜作 畜産  

¥15,517 

¥22,485 ¥25,525 

¥7,497 

442 96.4 

1,600～1,900 (1,169） 
   ¥969～   816（1,327） 

¥5,087 ¥26,478 

農業産出額  ¥81,214 

Output   (100 million yen) 
The number of farmhouse 
               (1000farmhouse) 
Output per farmhouse 
               (1000yen)  

Japanese Agricultural-products output 



 
 

 
 
 

全ての水産関係者（卸、
流通・加工、漁協、生産
者、産地市場関係者等） 
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産業に学び
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を日本一にす
るプロジェクト 

オランダ農業
に学び東北
農業を日本
一にするプロ
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ネットワーク構築  
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ネットワーク構築 

フォー
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経営支
援ネット
ワーク 

オランダ 

視察 

ノルウェー 

視察 

ノルウェー王国大使館 
宮城大、宮城県、気仙沼市 

富士通、３M、前川製作所他 

オランダ大使館 
宮城大、日本政策金融公庫 

宮城県、東北農政局他 
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被災地の水産関係者 

被災地の農業関係者 

 
 
 

戦略的な 
マッチング 

発災〜現時点 平成25年10月〜26年3月 平成27年度以降 

施設 
園芸 
農家 

企業 
（国内外） 

生産 
組合 

企業 

宮城で15、岩手で1発足 

多数のモデルづ
くりによる持続
可能な水産業へ
の構造転換 ・サプライチェーン・トレーサビリティ強化 

・高付加価値の魚介類と総菜等の開発 
・輸出による海外への流通・販路拡大 

災害危険区域
を主とした園
芸振興による
産地活性化 

産出額倍増を
目指した世界に
勝る「新しい東
北」の産業形成 

・災害危険区域を活用した施設の集積化 
・施設の高度利用（ＩＴ化、省エネ化）推進 
・仙台空港を活用した輸出による拡販 

経営・技術コンサルタン
ト、プラント・種苗メー
カー、外食産業、輸出業

者等 

専門家ネット
ワークによる 
密な後方支援 

水産 
専門家 

農業 
専門家 

政策 
提言 

プロジェクトの内容 世界の知を復興にプロジェクトの次のステージ 

(1) 施設園芸農家と農業参入に意識の高い企業のマッチングを図る。大規模複合経営の担い手も含め、全国公募をはかる。 
仙台湾岸の災害危険区域への施設の集積、大規模複合経営の実現を図る。特に、亘理・山元の居住制限区域。  
(2) 高付加価値商品の開発を目指しながら、魚介類のサプライチェーンの構築をはかる。生産組合の現状を整理した上で特に岩
手・宮城に16発足した漁業生産組合と企業のマッチングを図る。  


